
限りある資源を大切に 本紙はリサイクルによる古紙を使用しています。

７７月月 日日号号

臨臨港港線線かからら

緑緑町町のの町町並並みみ

第第
２２
回回
定定
例例
会会
のの
ああ
らら
まま
しし

平成 年７月 日号あしや市議会だより ●平成 年７月 日号あしや市議会だより ●

総
務
常
任
委
員
会

民
生
文
教
常
任
委
員
会

都
市
環
境
常
任
委
員
会

帰山 和也
副 委 員 長

助野 勇
副 委 員 長

木野下 章
委 員

山村 悦三
委 員

幣原 みや
委 員

山口みさえ
委 員

長谷 基弘
委 員

田原 俊彦
委 員 長

重村啓二郎
委 員

中島 健一
委 員

大久保文雄
委 員

議長 副議長など選出

新しい議会体制整う

長 副議長など選出

新しい議会体制

幣原 みや
副 議 長

徳田 直彦
議 長

第
二
回
定
例
会
初
日
の
六
月
十

一
日
（
金
）
に
、
議
長
、
副
議
長

を
は
じ
め
議
会
役
員
の
改
選
を
行

い
ま
し
た
。

ま
た
、
各
常
任
委
員
会
や
議
会

運
営
委
員
会
等
の
委
員
も
選
任
し
、

議
会
の
新
体
制
が
整
い
ま
し
た
の

で
、
紹
介
し
ま
す
。

■
議

長

徳
田

直
彦

■
副
議
長

幣
原

み
や

■
阪
神
水
道
企
業
団
議
会
議
員

長
野

良
三

■
監
査
委
員
（
議
会
選
出
）

松
木

義
昭

■
各
常
任
委
員
会
（
左
に
掲
載
）

■
議
会
運
営
委
員
会

委
員
長

山
村

悦
三

副
委
員
長

中
島
か
お
り

委

員

い
と
う
ま
い

田
原

俊
彦

人
事
案
件

六
月
十
一
日
（
金
）
に
は
、
市

長
か
ら
次
の
人
事
案
件
の
議
案
の

提
出
が
あ
り
、
審
議
の
結
果
、
同

意
し
ま
し
た
。
（
敬
称
略
）

■
公
平
委
員
会
委
員
（
任
期
・
四

年
）山

内

修
身
（
や
ま
う
ち

お

さ
み
）

神
戸
市
灘
区
在
住

■
人
権
擁
護
委
員（
任
期
・
三
年
）

竹
本

彦
（
た
け
も
と

た

か
ひ
こ
）
川
西
町
在
住

※議案番号欄 議提 とあるのは、議員提出議案

議案番号 件 名 結 果

市

長

提

出

議

案

報１
報２
報３
報４
報５

報９
報

市税条例の一部改正
国民健康保険条例の一部改正
国民健康保険条例の一部改正
年度国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

訴えの提起について

損害賠償の額を定めることについて
公平委員会委員の選任
人権擁護委員の候補者の推薦
市職員の育児休業等に関する条例の一部改正
市職員の退職手当に関する条例及び市水道企業職員の給与の種類
及び基準を定める条例の一部改正
市税条例の一部改正
市立美術博物館条例の一部改正
保健福祉センターの設置に関する条例の制定
福祉センターの管理に関する条例の制定
歯科センターの管理に関する条例の制定
福祉医療費の助成に関する条例の一部改正
国民健康保険条例の一部改正
霊園使用条例の一部改正
火災予防条例の一部改正
年度一般会計補正予算（第１号）
年度病院事業会計補正予算（第１号）
市立みどり地域生活支援センター建替工事請負契約の締結
訴えの提起について
指定金融機関の指定
監査委員の選任

承 認（６／ ）
承 認（６／ ）
承 認（６／ ）
承 認（６／ ）

承 認（６／ ）

承 認（６／ ）
同 意（６／ ）
同 意（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）

可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
可 決（６／ ）
同 意（６／ ）

議
提 少人数学級実現と義務教育費国庫負担制度拡充を求める意見書 可 決（６／ ）

請

願

少人数学級実現、義務教育費国庫負担制度拡充に係る請願書
待機児童の解決を急ぎ、安心して預けられる保育を求める請願書
保育制度改革に関する意見書提出を求める請願書

採 択（６／ ）
継続審査（６／ ）
継続審査（６／ ）

いとうまい
委 員 長

松木 義昭
委 員

森 しずか
委 員

前田 辰一
委 員

畑中 俊彦
委 員 長

中島かおり
委 員

都筑 省三
委 員

長野 良三
副 委 員 長

徳田 直彦
委 員

中村 修一
委 員

少人数学級実現と義務教育費国庫負担制度拡充を求める意見書

子供たちは、どこに生まれ住んでいても教育の機会と均等が保障されなければならず、

義務教育費国庫負担制度は不可欠な制度として機能をしてきた。

義務教育は、国民として必要な基礎的資質を培うものであり、教育の機会均等と全国的

な教育水準の維持向上を図ることは国の責務である。

我が国の教育環境は、学級編制基準が長らく据え置かれているもと、各自治体判断によ

る弾力的運用で少人数学級の取り組みが進んでいる。

しかし、 加盟諸国に比べると１学級当たりの児童生徒数や教員１人当たりの児

童生徒数は加盟国平均よりも多くなっており、子供と向き合う時間の確保や丁寧な対応な

どを行うため、学級規模の引き下げが国民的要望となっている。また、 に占める教

育公費負担率は加盟国中で著しく低い現状にある。さらに、この間、国庫負担割合は２分

の１から３分の１に引き下げられ、厳しい地方財政の現状から全国的な教育水準の維持向

上が危惧をされている。

よって、本市議会は、国において、以下の事項について積極的に取り組むよう強く要望

する。

１ 諸国並みの豊かな教育環境を整備するため、標準定数法を改正し、国の財政

負担と責任で少人数学級を推進すること。

２ 教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度を堅持すると

ともに国庫負担割合を２分の１に復元すること。

以上、地方自治法第 条の規定により意見書を提出する。

芦 屋 市 議 会

（提出先） 衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣

可決した意見書可決した意見書

陳情
番号

件名
審査を行った
委 員 会

結 果

永住外国人地方参政権付与 反対についての陳情書
総 務
常任委員会

結論を得ず
（６／ ）

人権擁護法案の成立に反対する陳情書
民 生 文 教
常任委員会

結論を得ず
（６／ ）

選択的夫婦別姓制度の法制化に反対する陳情書
民 生 文 教
常任委員会

不採択
（６／ ）

改正国籍法の厳格な制度運用を求める陳情書
民 生 文 教
常任委員会

結論を得ず
（６／ ）

あしや温泉の入浴料金に関する陳情書
都 市 環 境
常任委員会

結論を得ず
（６／ ）

子ども手当の廃止を求める意見書の提出に関する陳情書
民 生 文 教
常任委員会

不採択
（６／ ）


